
「地上デジタル放送難視地区対策計画（第３版）」の概要①

○ 平成２１（２００９）年末までに開局したデジタル中継局関連地区を中心に、約１４,５００地区について電波の実測調
査を実施し、新たな難視地区として９，７４５地区（約２２．０万世帯）を特定。その状況（難視範囲、世帯数等）及び対策計
画が確定した４,３２６地区（約１３．９万世帯）の、対策手法、対策時期等掲載。
○ 今後、２０１０年中に開局したデジタル中継局関連地区や地元からの申告のあった地区について調査を継続。
○ この他、デジタル化困難共聴施設や区域外波の受信困難地区について掲載。

〔参考：これまでの新たな難視地区の特定・対策計画策定状況〕

１ 新たな難視地区の特定・対策計画策定状況

調査地区数
（シミュレーション

地区中心）

１４,８２７地区
新たな難視でないと判
明した地区数（※２）

５，０８２地区

新たな難視地区数
(※１)

９,７４５地区
（約２２．０万世帯）

（※１）新たな難視とは電波の特性の違い等により、アナログ放送は
受信可能であるが、デジタル放送は受信困難となる地区

（※2）「新たな難視世帯ではないと判明した地区」は、デジタル放送

の良視地区のほか、受信世帯がない地区、ケーブル／共聴施
設による受信地区を含む。

①中継局の設置
６７７地区（約８．２万世帯）

〔１９６局所〕

②共聴施設新設 １，１７７地区（約２．６万世帯）

③ＣＡＴＶ加入 １，３２２地区（約１．９万世帯）

④高性能アンテナ対策 ６６７地区（約０．６万世帯）

⑤（仮）衛星対策（※３） ４８３地区（約０．６万世帯）

対策計画策定数

４,３２６地区
（約１３．９万世帯）

検討中

５，４１９地区
（約８．０万世帯）

（※３）暫定対策であり、２０１５年３月までの間で共聴新設等の恒久的な対
策を実施することとなるもの

（別添１）

調査地区数 新たな難視地区数 対策計画策定数

対策計画（初版）
（Ｈ２１年８月公表）

６，０７５地区
３，２３０地区

（約８．２万世帯）
１４０地区

（約０．８万世帯）

対策計画（第2版）
（Ｈ２２年１月公表）

８，８６４地区
４，９０６地区

（約１３．０万世帯）
５３８地区

（約３．３万世帯）

〔対策実施状況〕

〔対策手法別〕

対策完了
8,911世帯
〔4.1％〕
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（※１）受信点からヘッドエンドまでの伝送路整備の試算が８００万円／施設を超える自主共聴施設並びにデジタル化改修

が技術的・経費的困難性から現時点でアナログ放送終了前にデジタル化対応の目途がたたない自主共聴施設及び
ＮＨＫ共聴施設（日本放送協会と地元視聴者が共同して設置し運営する共聴施設）の合計施設数

２ デジタル化困難共聴施設の特定・対策計画策定状況

対策施設数（※１） 対策計画策定数 検討中

４７８施設
（約２．０万世帯）

３８０施設
（約１．６万世帯）

９８施設
（約０．３万世帯）

（うち、対策手法を（仮）衛
星対策とした施設）

６５施設
（約０．１万世帯）

３ 区域外波の受信困難地区の特定・対策計画策定状況

県別 対策計画策定数

民放１波地域（※２）

徳島県 ７８地区（２．７万世帯）

佐賀県 １４１地区（０．７万世帯）

その他地域（※３）

静岡県 ３５地区（０．１万世帯）

香川県 ３地区（０．１万世帯）

（※２） 第２版までは概況調査の結果から受信困難地区を掲載。第３版では当該地区について、詳細調査を実施し精査の
上、対策計画が策定された地区を掲載。

（※３） 地上アナログ放送において自県の民放１波以下しか視聴できない地区で日常的に区域外波を視聴している地区



都道府県
新たな難視
地区数

世帯数 都道府県
新たな難視
地区数

世帯数

北海道 １，０９５ ８，４９３ 滋賀県 ７３ １，８８０

青森県 １０６ ２，２３１ 京都府 １６４ ３，９９７

岩手県 ４８５ ７，９４９ 大阪府 ５２ １，１３６

宮城県 ４４０ ６，７６８ 兵庫県 ３２５ ８，８２７

秋田県 １５２ １，９５３ 奈良県 ５２ １，２２２

山形県 １０４ １，２８４ 和歌山県 １６１ ４，００７

福島県 ６７９ ７，８９６ 鳥取県 ３２ １９８

茨城県 １３２ ８，７３９ 島根県 ２９７ ２，３４６

栃木県 ５４９ ２９，５２８ 岡山県 ３７５ ４，５３０

群馬県 １３５ ２，０１９ 広島県 ６０２ ７，８７０

埼玉県 １３５ ３，５３７ 山口県 ２５９ ３，１９０

千葉県 ２８２ ２０，６６５ 香川県 ２９ ３３６

東京都 ２８ ２，５０７ 徳島県 ２９ ６０５

神奈川県 １３５ １７，５２３ 愛媛県 ９９ １，１８３

山梨県 １３ １１２ 高知県 ６４ ６２５

新潟県 １８３ ３，３５３ 福岡県 １８２ ４，７０２

長野県 ９５ １，８００ 佐賀県 １４ ３７９

富山県 ２ １５ 長崎県 ３７０ ６，９６３

石川県 ９ ９２ 熊本県 ４９０ ９，３９９

福井県 ５ ２６ 大分県 １６９ １，５３４

岐阜県 １００ ２，９０２ 宮崎県 １９２ １，８１０

愛知県 ７３ ２，２１１ 鹿児島県 ５８６ ９，７４３

三重県 ７ ７９ 沖縄県 ３９ １，４０９

静岡県 １４６ １０，３９５ 合計 9，745地区 219,968世帯

○都道府県別の新たな難視地区
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